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(５) 信義誠実の原則(第４項関係) 

当事者が契約を遵守すべきことは、契約の一般原則であり、「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い

誠実に行わなければならない」旨を規定した民法第１条第２項は労働契約についても適用されるもので

あって、労働契約が遵守されることは、個別労働関係紛争を防止するために重要です。 

このため、法第３条第４項において、労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠

実に、権利を行使し、及び義務を履行しなければならないことを規定し、「信義誠実の原則」を労働契約に

関して確認したものです。これは、労働条件を定める労働協約、就業規則及び労働契約の遵守義務を規

定した労働基準法第２条第２項と同様の趣旨です。 

(６) 権利濫用の禁止の原則(第５項関係) 

当事者が契約に基づく権利を濫用してはならないことは、契約の一般原則であり、「権利の濫用は、これ

を許さない」旨を規定した民法第１条第３項は労働契約についても適用されるものですが、個別労働関係

紛争の中には、権利濫用に該当すると考えられるものもみられるところです。 

このため、法第３条第５項において、労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、

それを濫用することがあってはならないことを規定し、「権利濫用の禁止の原則」を労働契約に関して確

認したものです。 

なお、法第３章において、出向、懲戒及び解雇に関する権利濫用を禁止する旨を規定しているが、同章で

規定していない場面においても、法第３条第５項の「権利濫用の禁止の原則」が適用されるものです。 


